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1、本書の概要
　本書は、その「はしがき」の冒頭に述べられている通り、旧版に引き続
き、「日米の銀行経営をその環境適応の成否の観点から経営学的に分析し、
邦銀経営の再生と革新の方向を探ろうとするもの」である。このような問
題意識を端的に示すキーワードは、銀行経営、日米比較、経営学的分析、
邦銀の再生と革新になろう。
　まず著者の問題意識が、序章「問題の所在と研究の現状」で述べられる。
1970年代以降、内外銀行、特に邦銀が置かれている経営環境は、まさに激
変した。その変化の内容は、金利の自由化、国際化・グローバル化の進展、
直接金融への重心移動による資本市場の変質、それに伴う不動産・ノンバ
ンク融資の比重の増大等であったが、邦銀は旧態依然とした経営と時代遅
れの護送船団行政により、こうした環境変化への適応に結果的に失敗し、
国際競争に後れを取り、不良債権の山に苦しむこととなった。このような
事態に対する有効な経営改革の処方箋は、これまでほとんど存在していな
かった。それはすなわち、銀行の経営に関する本格的研究の不在である。
　こうした問題意識を展開するための研究方法論の探索と、それに依拠し
た研究内容の構成が、第1章「研究方法と本書の構成」で記述される。こ
こでは、本書を通じた経営学的分析の方法論となる分析枠組みを、既存の
経営学における諸理論的成果を駆使して構築した後、それらを銀行経営に
適用して展開する本書の研究の構成が概観される。本書がこれまでの銀行
論と異なる焦点は、経営学的分析を試みる点にある。その意昧で、この章
は、本書の核心の一つになるわけで、少しくその内容に立ち入る必要があ
ろう。
　企業の環境適応というとき、まず環境とは何かが問題になる。著者は、
企業（銀行）の直接的外界状況をタスク環境（金融環境）とし、さらにタ
スク環境の外部状況を一般環境（経済環境）とする。こうした二重円環的
構造の環境の実態を分析するために、組織間関係理論、特に資源依存理論
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とグループ経営理論をいわば縦糸に、日米の比較制度分析をいわば横糸と
して用いる。また、このような環境への適応のコンテクストとして、目標・
戦略、規模、技術、資源に注目する。環境変化への適応は、経営目標を達
成するために戦略を軸にして、経営主体（経営者）の調整の下に組織構造
とプロセスの相互作用として展開される。そうした適応行動はまた、コン
ティンジェントなものであるが、銀行経営におけるその態様を整理するた
めに、Miles〆Snow（1978，1994）の知見を援用する。周知のように彼らは、環
境適応を丘tのプロセスとしながら米国企業の経営の成功と失敗の実態分析
を行い、その結論を探求者（prospectors）1防御者（defenders）、分析者
（analyzers）、及び追随者（reactors）の4類型にまとめている。
　以上のような分析枠組みを用い、日米銀行について、焦点組織としての
銀行だけでなく、銀行をめぐる企業間関係、銀行グループ、及び銀行内の
各部門が考察されることになる。その際、環境適応行動の動態を画き出す
ために、資源依存関係をパワー関係に置換すること、Miles／Snow類型が内
包している経営者のイニシァティブや組織学習に注目すること、銀行グ
ループ経営の解明のために、伝統的企業集団研究と内部組織の経済学にも
配慮している。
　こうした研究方法を確立した後、それを適用する対象としての諸事実が、
順次具体的に記述される。まず第2章「銀行経営環境の変化」において、
1970年代から1990年代当初に至る日米の銀行経営を取り巻く環境が、詳細
に分析される。この期問を問題にする理由は、伝統的銀行業務がグローバ
ルな金融自由化によって、根本的変革を迫られる時期だからである。日米
ともに、こうした環境変化を迎えるまでの銀行経営には、それぞれの伝統
的特質があった。当然であるが、このような特質が変化への対応に独自性
と相違を生み出す。
　米銀の伝統的特質は、規制に守られた安定した経営環境の中で、収益性
を手堅く確保する集権的で官僚的な体質であったが、それでも非常に保守
的な経営（LRモルガン）から相当に革新的な経営（シティコープ）に至る
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多様性があった。60年代後半以降、マクロー般環境は、インフレの昂進、
金利変動の激化、経済成長率の低下等の変化を起こし、タスク環境では、
金融の国際化、規制緩和、金融技術の発達、資本市場の発展による優良企
業の銀行離れなどが起こった。こうした環境変化に対応して、銀行は国際
化や不動産貸し付けに代表されるような高リスク分野へと業務を傾斜せざ
るを得なくなった。その結果、銀行の収益性は大きく低下し、経営危機に
陥る銀行も現れ、買収・合併が頻発した。要するに、環境変化により経営
の巧拙が端的に現れたのである。
　邦銀の場合、激変以前の一般環境は米国に類似していたが、銀行の経営
体質は、横並びの行動、収益性の低さ、自己資本力の弱さ、経営者の存在
感のなさ、銀行監督当局の経営介入度の深さ、人材の潜在的優秀性と顕在
的成果の乏しさの諸点で、大きく異なっていた。環境の激変は米国にやや
遅れて起こったが、一般環境の変化の内容は、米国と共通する諸要因に加
え、高度成長による蓄積の進行が資金余剰を解消して銀行の地位の相対的
後退をもたらしていた。また、タスク環境については、自由な債券流通市
場の急拡大、従来の業務とは全く異質の債券ディーリング業務の認可、国
際業務の展開と市場開放の外圧などが起こった。こうした環境の激変に直
面した邦銀は、それなりの変革を行い、ある程度成功したが、バブルに
踊って致命的な失敗に陥ることになる。
　これらの経営環境の変化に対する銀行の適応の実態が、日米それぞれ経
営史風に活写される。まず米銀であるが、第3章「米銀の経営組織の特質
と経営革新」の前段において、米銀を代表する」．Pモルガン、シティコー
プ、チェース・マンハッタンの3行を取り上げ、それらの歴史、組織、企
業文化、リーダーシップが記述される。もちろん各行は個性的な戦略を独
自性の高い企業文化を土台にして業績を挙げてきているのであるが、その
経過は平穏なものではない。しかし、3行に共通する点は、強烈な個性と
リーダーシップを持つ専門経営者が次々に現れ、企業文化の強みを継承し
ながらも状況に応じて変革し、問題を克服しつつさらなる発展を目指す戦
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略の大胆な展開を行ったことである。もう一つの共通点は、後継経営者の
発掘・指名と交替が固有事情を踏まえながら円滑に行われ、2重権力のよ
うな現象が生起しなかったことである。
　次にこの章の中段では、日本と（少なくともこれまでは）大きく異なる
制度的要因である銀行持株会社が、米国を中心に欧州の事例にも言及しな
がら詳細に説明される。さらに本章の後段では、米銀における経営革新の
成功と失敗が、再び上記の3行について考察される。
　これに対して邦銀の場合はどうであったか。第4章「邦銀経営組織の特
質一バブル期の環境不適合」により、環境変化への適応の失敗が邦銀の事
例によって説明される。すなわち、住友銀行、日本長期信用銀行、大和銀
行の3行が、バブル期までに取った戦略、組織構造、プロセスを分析し、
それらが不適合に終わった経緯とその特質が明らかにされる。邦銀はそれ
なりに適応を行い、戦略の転換とそれに照応した組織構造の変革（例えば
事業部制類似の総本部制の採用）を行い、相当な成功を収めたのであるが、
バブルヘの過剰なのめり込みによって、結局は失敗に陥った。その最大の
原因は、日本的企業文化のゆえに、国際的・業務面で膨張・拡大した組織
を有効に管理できなかったことに尽きる。
　日米の事例は、どのように理論的に整理できるであろうか。第1章での
研究方法に即しながら、第5章の「理論的検討」が展開される。邦銀は、
環境激変に適応すべく、それ以前の集権的組織（預金、融資、為替、審査
の集中管理）を分権的組織に改編（総本部制への変革、ノンバンク子会社
の多用）した。それは、戦略の変更に伴う組織構造の適合としては適切
（Chandlerの命題）であったが、同時に整備すべき内部コントロール装置と
内部資源配分能力とを欠落していたために、問題を抱え込むことになった。
問題とは、本社コントロールの無機能化（審査機能の弱体化とセクショナ
リズムの進行〉、部門間・組織問コミュニケーションの悪化とシナジー効果
の喪失、経営者の独善、人事交流の停滞等である。
　こうした共通要因に、各行固有の失敗要因が加重される。その様相を、
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Miles〆Snowの4類型によって整理すると、邦銀の中では戦略・組織・プロ
セスの一貫性を保ち、しかも適応が機敏な住友銀行がprospectors（探求者
＝常に新しい商品や市場機会を求める革新者）に該当するのを初め、類型
は基本的に説明力を発揮する。そしてまた、このような作業の中から、今
後の改革の方向も導出される。それは、各行のもつ独特の企業文化やコァ・
コンピタンスを組織学習し、経営者のリーダーシップを基に自己革新を行
うことである。ただしその際、経営者の行き過ぎを抑制するパワーの仕組
みが必要であるというものである。この付帯条件は、日本企業に共通する
企業統治の間題である。
　米銀についても、同様な理論的検討が加えられるが、邦銀のいわば結果
的総崩れと異なり、米銀には少なくとも90年代中期の段階で勝者と敗者が
存在する。それらを同じくMiles／Snowの類型に当てはめて見ると、もっと
も成功度の高いシティコープはprospectors（探求者）に該当し、やや後れ
た」．Pモルガンがanalyzers（分析者＝後から慎重に市場に参入して技術・
能力で応用商品やサービスを付加する）と見なされ、落伍したチェース・
マンハッタンはreactors（追随者＝首尾一貫した方向やスタイルを持たな
い）となり、類型に一応の妥当性が確認できる。しかし、米銀の場合には、
analyzers（L　Pモルガン）も、成功度は低くない。このことは、銀行業に
ついてMiles／Snowモデルの部分的修正が必要であることを示唆している。
その理由は、銀行業におけるリスク管理の特殊重要性（過度の保守主義は
後れを招き、過度の積極主義は不良資産拡大等の失敗に陥る）によるもの
である。
　日米を比較した場合、経営者のリーダーシヅプ、管理者の育成、企業統
治等について、多くの問題指摘が可能であるが、最大の相違は、グループ
経営についてである。持株会社を頂点とする米銀と、（当時）持株会社を
制度的にも欠いていた邦銀とでは、内部コントロール装置と資源配分能力
とに天地程の差があり、それが邦銀破綻の致命傷となったノンバンクの失
敗となって現れるのである。この点の理論的解明は、グループ経営論と組
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織間関係の資源依存論によって、鮮やかに行われる。
　1990年代半ば以降、銀行をめぐる環境の変化は一段と加速し、それに対
応してグローバルな合従連衡による銀行の大型化が進行した。第6章「メ
ガバンク戦略の動向と評価」は、こうした最新の傾向に見られる内外銀行
の戦略と組織を分析し、その理論的含意を解明し、評価している。
以上全体を踏まえ、最終第7章「銀行経営革新の方向と今後の研究課題」
において、IT時代の金融機能の動向とそれに対応する銀行経営の変革の方
向を論究し、邦銀に対する改革を示唆するとともに、今後の研究課題を明
らかにして本書は締めくくられる。邦銀に対する改革の方向について、多
くのことが指摘されているが、経営学的視点からすれば、日本型金融持株
会社の採用、ガバナンス・人事・従業員意識改革を柱にした企業文化の変
革、受託責任と経営倫理の確立等がとりわけ重要であり、邦銀にとつての
喫緊の課題であると強調している。
2．本書の意義と問題点
　本書の最大の今日的意義は、従来のあまたの銀行論を超克して、本格的
銀行経営論を構築しようとし、またそれに成功している点にある。本書の
序章で、既存の銀行研究がサーベイされている。それによれば、『銀行経営
論』と銘打った著書が存在しないわけではないが、内容的に経営論になっ
ていないか、極めて不十分なものがほとんどである。その根本的理由は、
それらが経営学的分析手法を取っていないことにある。また、経営学者は、
銀行を特殊で研究困難な「聖域」として意識的に対象外に置き、研究しよ
うとしなかった。これらに評者の見解を加味して敷延すれば、従来の銀行
論ないし銀行研究の中心は、商学的銀行論か金融論的銀行論であったと言
えよう。それぞれの基本的特質をあえて挙げれば、前者は銀行業務の体系
的記述であり、後者はマクロ経済における金融機能の担い手としての銀行
の経済理論的分析である。それぞれは、もちろんそれなりの存在の意義を
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もっているのであるが、状況の変化は、これらとは別に、本格的な銀行経
営論を必要とするようになった。
　1970年代以前の状況では、こうした商学的・金融論的銀行研究のみで格
段の支障はなかった。なぜなら、銀行の置かれた環境は、世界的に見ても
平穏（stable）であり、特に邦銀の場合は、護送船団方式の銀行行政によっ
て、すべての銀行が規格化された商品について定型化された業務を確実に
遂行することだけが求められていたからである。経営学的に言えば、そこ
に必要であったのは、官僚制的内部管理だけであった。だが70年代の世界
経済の動きは、環境を激変させ、競争原理で優勝劣敗を決着させる激動的
（turbulent）環境に銀行をさらすことになった。横並びの行動は、すなわち
敗退を意味する。各銀行は、革新（innovation）によって他者と差別化し、
競争優位を獲得しなければ、存続出来なくなったのである。企業における
革新は、経営者の意思決定による主体的行動の所産であり、それによって
もたらされる企業の存続は、有効な主体の論理の貫徹された行動の帰結で
ある。これらは、「管理」の次元を超えた「経営」の問題である。かくして、
70年代以降、企業としての銀行について、本格的な銀行経営論が必要に
なったのである。本書は、このような社会的二一ズに正面から応えようと
する、前人未到の意欲的で挑戦的な試みである。ここに本書の基本的意義
がある。
　しかし、挑戦は、言うは易く行うは困難である。最大の間題は、銀行の
「経営」をいかに捉え展開するかの方法、すなわち研究方法論の確立である。
著者は、銀行経営論を経営研究の一環として位置付け、既存の一般経営原
理を銀行に適用する方法を採用した。すなわち、銀行を対象とする経営学
的分析枠組の定立である。具体的には、環境適応的戦略経営論を中心に据
え、コンティンジェンシー組織論、比較経営論、経営史における諸種の研
究成果を組み合わせて、独自の分析枠組みを構築した。その上で、この分
析枠組みを駆使しながら、環境激変以前から環境激変を経て90年代中葉に
に至る日米両国の銀行の経営実態と制度・慣行を、代表的銀行の事例を中
一482一
久原生治（2000）
心にして詳細に分析し、成功と失敗の要因を摘出し、理論的な整理と意味
付けを行った。
　本書の第2の今日的意義は、これらの作業によって、銀行経営の理論と
実践の双方に寄与したことにある。理論への貢献としては、銀行の実態分
析によって得られた知見により、既存の経営原理の補正を行ったことであ
る。Miles／Snow（1978，1994）の類型の解釈の修正は、その代表的なもの
である。銀行経営の実践、特に邦銀の経営の再生・改革への寄与は、本書
の当初からの目的であるが、それが単に規範的・評論的に行われるのでは
なく、確固とした方法に依拠した実態分析を踏まえているところに、強い
説得力が内包されている。
　このような本書の意義は、同時に本書の特色とも間題ともなるものでも
ある。それを本書の構築した分析枠組みについて、考えてみよう。本書の
分析枠組みの基礎を構成している理論は、経営環境の変化への適応を中心
課題とする戦略経営論（strategicmanagement）であるが、それが現在の経
営学を代表する内容であるかが、まず間われよう。1970年代以降の経営学
が、戦略経営論を中心にしてきていることは事実であるが、戦略策定より
も革新の源泉や過程の解明に比重が移行したと状況を認識し、経営学の中
心は知識経営論（knowledge　management）に移行している、あるいは移行
すべきであるとの主張も強まっている。評者もこうした傾向を否定するも
のではないが、知識経営論は、まだ初期段階にあり、安定した分析枠組み
を提供出来るほどに成熟しているとは思われない。その意味では、銀行の
ような新しい対象の研究に応用する場合には、充実した内容を豊富に持つ
戦略経営論を中軸に据える方が、有益な成果をもたらす可能性の点で、む
しろ適切であるとしたい。
　これに関連するもう一つの方法論上の問題は、戦略経営論がコンティン
ジェンシー理論と結合されている点にある。つまり本書の分析枠組みは、
組織論的経営学の色彩が濃厚であるという点である。そのことは、第3章
及び第4章の表題に端的に現れている。それぞれは、米銀の経営革新及び
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邦銀のバブル期の環境不適合を、「経営組織の特質」から考察していること
を示しているからである。このような特質を不適とするわけではないが、
これで経営学的研究として十分かという指摘の可能性には、留意して置く
べきであろう。
　経営学の研究領域ないし具体的研究内容については、斯学の成立当初か
ら論争があった。このような論争を集約した代表的学説は、2問題説と3
問題説である。2問題説を今日風に表現すれば、経営学は、経営における
人問・労務・組織・文化・学習・権力（power）・制度・システム等の問題
を包含する（広義の）経営組織と、資本・財務・収益・費用・業績・会
計・計数・監査・統制等の問題を包含する経営経済の両者を研究するもの
とされる。これに対し、これらを統合する領域の必要性を強調し、目的・
目標・理念・行動基準・倫理・戦略等の問題を包含する（広義の）目的を
加えるのが、，3問題説である。組織論的経営学とは、（広義の）経営組織
を研究領域とするが、もちろん現代のそれは（広義の）目的を包含し、必
要に応じて経営経済の問題に言及するものである。本書はまさに、このよ
うな現代的意味における組織論的経営学となっている。コンテクストとし
て目標・戦略をあげ、戦略論を中軸にして分析を進め、企業文化に深く言
及するなどして、上に例示した（広義の）経営組織と（広義の）目的を、
ほとんどすべて内包しているからである。
　しかし、そのような経営学は、上述した内容の経営経済の側面が2次的
になることを否定出来ない。本書は、必要に応じ企業業績に言及するなど、
組織論的経営学としては経営経済の要因にかなり触れているが、今後の新
しい展開として、この分野にも新境地を開拓されるよう期待しておきたい。
3．本書の評価
　著者自身は、本書の「はしがき」において、本書は、「銀行経営に関す
る組織的・戦略的研究の序論として今後の研究展開の手がかりになるもの
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に過ぎない」と述べている。しかし、これは著者の研究生活での本書の位
置付けを述べたものであり、その段階での謙虚な自己評価と将来の研究へ
の意欲の表明と受け取るべきであろう。本書には、前節で指摘したような、
経営学的研究としての期待の残される余地はあるが、それは評者の望蜀の
過剰な期待であって、本書の学術的・実践的価値をいささかも損ずるもの
ではないし、単なる手掛かりの域をはるかに超える成果として、非常に高
く評価されるべきと思料する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（本学大学院経営学研究科長）
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